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はじめに

近年、生成AI（Generative AI）技術の急速な発展により、様々な業界でビジネスプロセスの
変革が進んでいる。知的財産（IP）管理の分野も例外ではなく、特にIPランドスケープと呼
ばれる戦略的な知財分析手法において、生成AIの活用が新たな可能性を開きつつある。本レ
ポートでは、生成AIを活用したIPランドスケープの最新動向について、技術的側面、業務的
側面、業界別の活用状況、課題と将来展望など多角的な視点から分析する。
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現代のビジネス環境は、グローバル経済の変動や予期せぬパンデミックなどの影響により、
長期的な事業戦略の立案が難しくなっている。このような不確実性の高い環境下で企業が競
争優位性を維持するためには、知財情報の戦略的な管理と活用が重要視されており、IPラン
ドスケープはその中核的な手法として注目を集めている。さらに、ChatGPTをはじめとする
生成AI技術の登場により、IPランドスケープの実践方法も大きく変わりつつある。

本レポートは、最新の学術研究、業界レポート、実践事例などを基に、生成AIがIPランドス
ケープにもたらす変革と、それによって生じる新たな機会と課題について包括的に分析する
ものである。

IPランドスケープの定義と重要性

IPランドスケープとは、企業が保有する知的財産権（特許、商標、著作権など）を基に、市
場環境、技術動向、競合他社の活動などを包括的に分析する手法である。大和総研のレポー
トによれば、IPランドスケープは「知的財産情報を軸として非知的財産情報（市場動向、技
術トレンド、個別企業分析、市場シェア、アライアンス情報など）を含めて、経営的な視点
で分析を行うこと」と定義されている。

IPランドスケープの目的は、単なる特許情報の収集・分析にとどまらず、それを経営戦略に
活かすことにある。具体的には、以下のような目的で実施される：

技術開発の方向性決定：市場や競合の技術動向を分析し、自社の研究開発の方向性を
決定する
競合分析：競合他社の特許ポートフォリオを分析し、その強みと弱みを把握する
M&A・提携戦略：有望な技術を持つ企業を特定し、M&Aや提携の候補とする
リスク管理：特許侵害のリスクを事前に把握し、対策を講じる
新規事業探索：新たな市場機会や事業領域を特定する

IPランドスケープは2017年頃から注目を集め始め、現在では多くの企業が経営戦略の一環と
して取り入れている。特に、技術革新のスピードが速く、グローバル競争が激しい業界で
は、IPランドスケープの重要性がより高まっている。

生成AIによるIPランドスケープの革新

分析手法の自動化と高度化

「経営戦略に資するIPランドスケープ実践ガイドブック」の手法を生成AIで再現する試みが
進んでいる。具体的には以下のような分析手法が生成AIによって自動化・高度化されてい
る：

出願数に基づく技術開発状況の可視化：生成AIを活用することで、出願年・技術領
域・用途・解決課題などのデータを用いた二軸バブルチャートなどの可視化が容易に
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なっている。例えば、「電動機の構造(H02K)」が安定して多く出願されており、モー
ター系技術が一貫して開発の中心にあることなどが視覚的に把握できるようになって
いる。

テキストマイニングによる技術開発状況の可視化：特許のタイトルや要約から英語
ベースで頻出単語を抽出し、棒グラフやワードクラウドで可視化することで、対象領
域の技術構成や開発注力領域の考察が効率化されている。例えば、「rotor」
「magnet」「motor」「stator」「coil」などの電動機構造の構成要素が主要キー
ワードとして抽出され、技術の中心が視覚的に理解できるようになっている。

出願数等による主要プレイヤーの特定・マッピング：出願件数が多い企業を抽出し、
出願人×技術分類のマトリクスをヒートマップで可視化することで、企業の技術ポー
トフォリオ戦略が明確になっている。例えば、三菱電機や珠海格力電器は複数分類に
またがる広域ポートフォリオを持つ一方で、他企業は特定技術に集中している傾向な
どが視覚的に把握できる。

自社出願状況の整理・可視化：関連製品や実施の有無などの自社情報を活用し、自社
における知財状況を可視化する作業が効率化されている。出願件数上位企業の年次出
願推移を可視化することで、2015年〜2019年にかけて多くの企業で件数が急増してい
るなど、技術開発の活発期が特定できるようになっている。

技術分類別の開発動向変化：主要技術分類における出願件数の年次推移を折れ線グラ
フで可視化し、技術トレンドの変化を把握しやすくなっている。「電動機の構造」が
常に上位を維持しており、その他の制御装置・伝達装置なども安定的に出願が行われ
ているといった傾向が明確になっている。

プレイヤーマップ作成：出願人×技術分類のバブルチャートなどを通じて、企業の技
術戦略の違いを視覚的に理解しやすくなっている。例えば、三菱電機は制御装置や伝
達装置にもバランスよく出願している一方、珠海格力電器はモーター構造に特化して
いるといった違いが明確になっている。

これらの分析手法は、従来は専門家による手作業や複雑なデータ処理が必要だったが、生成
AIの活用により、より短時間で高度な分析が可能になっている。特に、ChatGPTなどの大規
模言語モデルを活用することで、特許データの分析から可視化、さらには洞察の抽出までを
一貫して行えるようになりつつある。
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AI翻訳ソリューションの活用

グローバル市場での知財経営において、特許関連文書の翻訳は不可欠な要素である。特許翻
訳には、その特性から以下のような課題が存在する：

時間とコスト：特許文書の翻訳には多大な時間と費用がかかる。特に国際的な特許出
願を行う企業にとって翻訳の遅れやコストの増加は、ビジネスチャンスを逃すリスク
を伴う。

複数言語への対応：グローバル市場での競争を考えると、特許文書は複数の言語に翻
訳する必要がある。これは、特許を出願する国や地域によって異なる言語要件に対応
するためである。

専門用語/長文の翻訳：特許文書は専門的な技術内容を含み、文が長いという特徴があ
る。また、流暢性よりも正確性、統一性が求められる。

AI翻訳ソリューションの活用により、これらの課題が解決されつつある：

迅速な翻訳：AI翻訳は、膨大な特許文書を短時間で翻訳できる。これにより、企業は
迅速に市場動向を把握し、競合他社の特許出願をモニタリングすることが可能となっ
ている。

コスト削減：すべて人手による翻訳は、品質に比例してコストは高くなるため、多言
語対応が必要な場合、コストの負担はさらに増大する。AI翻訳を活用することで、大
幅なコスト削減が実現している。特に、中小企業やスタートアップにとって、AI翻訳
の活用はコスト効果の高い解決策となっている。

高精度な翻訳：特許庁から提供された対訳データで追加学習を行った特許翻訳に特化
した機械翻訳サービスなど、特定の専門分野に特化したAI翻訳エンジンの開発が進ん
でいる。これにより、専門性の高い特許文書の翻訳精度が向上している。

AI翻訳ソリューションの具体的な活用方法としては、以下のようなものがある：

特許出願の翻訳：国際特許出願の際、現地語への翻訳をAI技術で効率化している。例
えば、日本企業が欧州特許庁に特許を出願する場合、AI翻訳を活用して日本語の出願
書類を英語やドイツ語に翻訳することで、手続きをスムーズに進めることができる。

特許調査の効率化：他国の特許文書を翻訳することで、競合他社の技術動向を把握
し、自社の研究開発戦略に反映させることができる。例えば、米国企業が日本での特
許調査を行う際に、日本語の特許文書を大量に英語に翻訳し、短時間で処理すること
で調査結果の精度を向上させることができる。

契約書や法律文書の翻訳：グローバル企業は、多言語での契約書や法律文書の作成が
求められる。AI翻訳を活用することで、効率的かつ迅速な翻訳が可能になっている。
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ただし、契約書の翻訳に関しては少しの誤訳や訳抜けが大きな損害をもたらす可能性
があるため、最終的な確認は人間が行う必要がある。

データ分析と知的財産権のモニタリング：AI翻訳を活用することで、他国での特許出
願や技術トレンドのモニタリングが効率的に行えるようになっている。これにより、
新たなビジネス機会の発見や競合他社の動向把握が容易になっている。

知財業務における生成AIの具体的活用場面

生成AIの知財業務での活用方法は大きく分けて以下の3つのアプローチがある：

生成AIをそのまま利用する：ChatGPTなどの生成AIを直接利用して特許分析や文書作
成を行う方法。特に初期段階の分析や、一般的な文書作成などに適している。

生成AIと社内外のデータとを連携させる：自社の特許データベースや市場情報と生成
AIを連携させ、より精度の高い分析を実現する方法。企業固有の知財戦略や過去の特
許情報を考慮した分析が可能になる。

生成AIを組み込んだ外部ベンダーサービスを利用する：専門ベンダーが提供する生成
AI搭載の特許分析ツールを活用する方法。専門性の高い分析や、大規模なデータ処理
が必要な場合に適している。

具体的な活用場面としては、以下のような業務がある：

特許調査・分析業務
特許調査の効率化
SDI（Selective Dissemination of Information）支援

分析作成支援

特許明細・権利化業務

特許出願の翻訳
特許読込支援

出願・権利化支援

知財教育支援業務

知財教育支援
知財契約書作成支援

これらの活用により、知財業務の効率化だけでなく、より高度な分析や戦略立案が可能に
なっている。
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業界別の活用状況

製造業における活用

製造業では、生成AIを活用したIPランドスケープ分析により、技術開発の方向性決定や競合
分析が高度化している。特に以下の分野で効果を発揮している：

自動車産業

電動化・自動運転関連の特許分析における活用
競合他社の技術ポートフォリオ分析の効率化
クロスドメイン技術（IT×自動車など）の特許動向把握

自動車産業では、電気自動車（EV）や自動運転技術の急速な発展に伴い、従来の自動車
メーカーだけでなく、IT企業やスタートアップなど多様なプレイヤーが参入している。この
ような複雑な競争環境において、生成AIを活用したIPランドスケープは、技術トレンドの把
握や競合分析に大きく貢献している。

電機・電子機器産業

三菱電機や珠海格力電器などが複数技術分類にまたがる広域ポートフォリオ分析に活
用
2015年〜2019年にかけての技術開発活発期の詳細分析
「電動機の構造(H02K)」など主要技術分野の継続的モニタリング

電機・電子機器産業では、技術の複合化・融合化が進んでおり、単一の技術分野だけでな
く、複数の技術分野にまたがる特許戦略が重要になっている。生成AIを活用したIPランドス
ケープにより、このような複雑な技術ポートフォリオの分析が可能になっている。

製薬・バイオテクノロジー産業

製薬業界では、膨大な特許情報と学術論文の分析に生成AIが活用されている：

研究開発戦略

日本製薬工業協会の「2025 ライフサイエンス知財フォーラム」でも議題として取り上
げられている
創薬ターゲットの特定や競合分析における活用
特許失効情報の分析によるジェネリック戦略立案

製薬業界では、新薬開発に膨大な時間とコストがかかるため、効率的な研究開発戦略の立案
が重要である。生成AIを活用したIPランドスケープにより、有望な創薬ターゲットの特定
や、競合他社の研究開発動向の分析が効率化されている。
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グローバル特許戦略

多言語特許文書の高速翻訳と分析
地域別の特許出願戦略の最適化
クロスボーダー特許紛争の予測と対策

製薬業界はグローバルな競争が激しく、各国・地域での特許戦略が重要である。生成AIによ
る多言語特許文書の高速翻訳と分析により、グローバルな特許戦略の立案が効率化されてい
る。

IT・ソフトウェア産業

ソフトウェア業界では、自らが生成AI技術の開発者でもあり、IPランドスケープの実践者で
もあるという特徴がある：

オープンソースと知財戦略

オープンソースソフトウェアと独自知財の境界管理
生成AIによるコード生成と著作権問題への対応
特許と著作権の複合的保護戦略

IT・ソフトウェア産業では、オープンソースソフトウェアの活用と独自知財の保護のバラン
スが重要である。生成AIを活用したIPランドスケープにより、このような複雑な知財戦略の
立案が支援されている。

標準必須特許(SEP)分析

通信規格や技術標準に関わる特許の分析
ライセンス交渉における競争優位性確保
パテントプールの形成と参加判断

IT・ソフトウェア産業では、標準必須特許（SEP）が重要な競争要因となっている。生成AI
を活用したIPランドスケープにより、SEPの分析や、ライセンス交渉戦略の立案が効率化さ
れている。

中小企業・スタートアップにおける活用

限られたリソースの中で効果的な知財戦略を構築する必要がある中小企業やスタートアップ
にとって、生成AIの活用は特に重要：

コスト効率の向上

特許調査・分析コストの大幅削減
多言語特許文書の翻訳コスト削減
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知財専門家リソースの効率的活用

中小企業やスタートアップは、大企業に比べて知財関連のリソースが限られている。生成AI
を活用することで、特許調査・分析や翻訳のコストを大幅に削減し、限られたリソースを効
率的に活用することが可能になっている。

戦略的特許ポートフォリオ構築

限られた予算内での最適な特許出願戦略立案
競合大企業の技術動向分析による差別化戦略
オープンイノベーション機会の特定

中小企業やスタートアップにとって、限られた予算内で効果的な特許ポートフォリオを構築
することは重要な課題である。生成AIを活用したIPランドスケープにより、競合大企業の技
術動向を分析し、差別化戦略を立案することが可能になっている。

公的研究機関・大学における活用

研究成果の社会実装と産学連携を促進するために、生成AIを活用したIPランドスケープが注
目されている：

研究シーズの市場価値評価

基礎研究の産業応用可能性の分析
共同研究パートナー候補の特定
技術移転機会の発掘

公的研究機関や大学では、基礎研究の成果を産業応用につなげることが重要な課題である。
生成AIを活用したIPランドスケープにより、研究シーズの市場価値を評価し、産業応用の可
能性を分析することが可能になっている。

産学連携戦略

企業の研究開発ニーズと大学の研究シーズのマッチング
共同特許出願戦略の最適化
研究成果の知財保護と公開のバランス管理

公的研究機関や大学にとって、産学連携は重要な活動である。生成AIを活用したIPランドス
ケープにより、企業の研究開発ニーズと大学の研究シーズのマッチングや、共同特許出願戦
略の最適化が効率化されている。
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主要な活用事例

特許調査・分析業務

特許調査の効率化：他国の特許文書を翻訳することで、競合他社の技術動向を把握
し、自社の研究開発戦略に反映させることが可能になっている。例えば、米国企業が
日本での特許調査を行う際に、日本語の特許文書を大量に英語に翻訳し、短時間で処
理することで調査結果の精度を向上させている。

SDI支援：最新の特許情報を自動的に収集・分析し、関連する技術動向をリアルタイ
ムで把握することが可能になっている。これにより、技術開発の方向性の決定や、競
合他社の動向把握が効率化されている。

分析作成支援：特許データの統計分析や可視化を自動化し、意思決定に必要な情報を
迅速に提供している。例えば、出願人×技術分類のマトリクスをヒートマップで可視
化することで、企業の技術ポートフォリオ戦略が明確になっている。

特許明細・権利化業務

特許出願の翻訳：国際特許出願の際、現地語への翻訳をAI技術で効率化し、時間とコ
ストを削減している。例えば、日本企業が欧州特許庁に特許を出願する場合、AI翻訳
を活用して日本語の出願書類を英語やドイツ語に翻訳することで、手続きをスムーズ
に進めている。

特許読込支援：膨大な特許文書の内容を短時間で理解し、要点を抽出する作業が効率
化されている。これにより、特許調査や分析の精度が向上し、より効果的な特許戦略
の立案が可能になっている。

出願・権利化支援：特許明細書の作成や権利化プロセスにおいて、類似特許の検索や
文書作成の支援を行っている。これにより、特許の質の向上や、権利化プロセスの効
率化が実現している。

知財教育支援業務

知財教育支援：社内の知財教育において、生成AIを活用した教材作成や事例紹介が行
われている。これにより、知財に関する理解の促進や、知財意識の向上が図られてい
る。

知財契約書作成支援：ライセンス契約や共同研究契約などの知財関連契約書の作成を
支援している。これにより、契約書作成の効率化や、契約内容の質の向上が実現して
いる。
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課題と将来展望

現在の課題

技術的課題

生成AIの精度と信頼性：生成AIは特許分析や翻訳において大きな可能性を示している
が、いわゆる「ハルシネーション（幻覚）」と呼ばれる事実と異なる情報の生成が課
題となっている。特許分析のような高い正確性が求められる分野では、AIの出力結果
を人間が検証する必要があり、完全な自動化には至っていない。

専門用語の理解と処理：特許文書に含まれる高度に専門的な技術用語や、特許特有の
表現方法の理解において、生成AIはまだ課題を抱えている。特に新興技術分野や学際
的分野では、用語の標準化が進んでいないため、AIの理解度に限界がある。

多言語処理の精度：グローバルな特許分析では多言語処理が不可欠だが、言語間の翻
訳精度にはまだ差がある。特に日本語、中国語、韓国語などのアジア言語と欧米言語
間の翻訳では、文法構造の違いから生じる誤訳が課題となっている。

法的・倫理的課題

知的財産権の帰属問題：生成AIが作成したコンテンツや、AIが支援した発明の知的財
産権の帰属は明確に確立されていない。特に、AIが「発明者」となりうるかという問
題は、各国の特許法制度で議論が続いている。

データプライバシーとセキュリティ：企業の機密情報や未公開特許情報をAIシステム
に入力することによる情報漏洩リスクが懸念されている。特に外部サービスとしての
生成AIを利用する場合、入力データの取り扱いに関する透明性が求められる。

責任の所在：AIによる分析結果に基づいて経営判断を行った場合の責任の所在が不明
確である。特許侵害の見落としや誤った市場予測などが生じた場合、AIシステム提供
者と利用者間の責任分担が課題となる。

将来展望

技術発展の方向性

マルチモーダルAIの台頭：テキストだけでなく、特許図面や化学構造式、回路図など
を統合的に理解・分析できるマルチモーダルAIの発展が期待されている。これによ
り、より包括的な特許分析が可能になると予測される。

ドメイン特化型AIの進化：一般的な生成AIから、特許分析や特定技術分野に特化した
ドメイン特化型AIへの進化が進むと予測される。これにより、専門性の高い分析の精
度が向上し、より実用的なIPランドスケープが実現できる。
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説明可能なAI（XAI）の実装：AIの判断根拠を人間が理解できる形で説明する「説明可
能なAI（XAI）」の実装が進むことで、AIの分析結果に対する信頼性が向上し、経営判
断への活用がさらに進むと期待される。

ビジネスモデルの変革

知財部門の役割変化：生成AIの普及により、知財部門の役割は単なる特許管理から、
AIを活用した戦略的知財コンサルティングへと変化すると予測される。データサイエ
ンスと知財専門知識を併せ持つ人材の需要が高まる。

IPランドスケープのリアルタイム化：従来は定期的に実施されていたIPランドスケー
プ分析が、AIの活用によりリアルタイムでの継続的モニタリングへと進化する可能性
がある。これにより、市場や技術の変化に対する企業の対応速度が向上する。

オープンイノベーションの加速：AIによる効率的なパートナー探索や技術マッチング
により、企業間のオープンイノベーションが加速すると予測される。特に中小企業や
スタートアップにとって、大企業との協業機会が拡大する可能性がある。

政策・制度面の展望

国際的な法制度の調和：AI関連発明や生成AIによるコンテンツの保護に関して、国際
的な法制度の調和が進むと予測される。特に、AIの「発明者性」や「著作者性」に関
する国際的なコンセンサス形成が重要課題となる。

AIガバナンスフレームワークの確立：企業におけるAI活用の倫理的側面を規定するガ
バナンスフレームワークの確立が進むと予測される。特に、AIの判断に対する説明責
任や透明性確保のための基準が重要になる。

人材育成と教育制度の変革：AI時代の知財専門家育成のための教育制度の変革が進む
と予測される。法律知識だけでなく、データサイエンスやAI技術の理解を併せ持つ
「ハイブリッド人材」の育成が重要課題となる。

提言と戦略的アプローチ

企業への提言

段階的AI導入アプローチ：生成AIの全面的導入ではなく、特定の業務領域から段階的
に導入し、効果検証を行いながら適用範囲を拡大していくアプローチが推奨される。
特に、定型的な特許調査や翻訳業務から始めることが効果的である。

ハイブリッド体制の構築：AIと人間の強みを組み合わせた「ハイブリッド体制」の構
築が重要である。AIは大量データの処理や初期分析を担当し、人間は創造的判断や最
終意思決定を行うという役割分担が効果的である。
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データ品質管理の徹底：AIの分析精度はトレーニングデータの品質に大きく依存する
ため、自社の特許データや市場情報の品質管理を徹底することが重要である。特に、
データの標準化や構造化を進めることがAI活用の基盤となる。

政策立案者への提言

柔軟な規制フレームワーク：技術の急速な進化に対応できる柔軟な規制フレームワー
クの構築が求められる。特に、イノベーションを阻害しない範囲でのAI倫理ガイドラ
インの策定が重要である。

国際協調の推進：AI関連の知的財産制度については、国際的な協調と調和が不可欠で
ある。各国の特許庁や知財関連機関の連携強化により、グローバルな基準作りを進め
るべきである。

公共データの整備と公開：高品質な特許データベースや技術情報の公開・整備を進
め、特にスタートアップや中小企業がAIを活用したIPランドスケープに取り組みやす
い環境を整えることが重要である。

政策動向

日本政府は「生成AI技術の登場」に対し、「新たな仕組みづくりや課題への対応方法」につ
いて検討を始めている：

内閣府：「法制度や倫理面での課題対応」を主要テーマに掲げている。生成AIの社会
実装に向けた倫理的・法的課題の検討が進められている。

知的財産推進計画2023：生成AI技術から派生する著作権問題や、AI技術の発明保護の
在り方を最重要テーマに定めている。特に、AIが生成したコンテンツの著作権保護
や、AIによる発明の特許保護について検討が進められている。

経済産業省：AIガバナンスという視点でのAI時代の企業経営の在り方などの議論を進
めている。企業におけるAI活用の倫理的側面や、AIの判断に対する説明責任などにつ
いての検討が行われている。

AI技術の進化によって、知的財産戦略自体が大きく変革することが見込まれている。AI時代
の知的財産戦略ではデータ分析を軸とするIPランドスケープがより進化して、経営戦略上の
重要テーマになると考えられる。

今後の展開として以下の点が重要になると予測される：

ビジネスモデルへの影響：AI技術の進化による新たなビジネスモデルの創出と既存モ
デルの変革。

イノベーションプロセスへの影響：研究開発や特許創出プロセスの効率化と高度化。
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知的財産戦略への影響：データ駆動型の知財戦略の台頭と従来型知財管理からの転
換。

自社でのAI技術の活用：知財部門におけるAI技術の積極的導入と活用。

AI人材の育成・確保：知財とAIの両方に精通した人材の育成と確保。

AIガバナンスへの対応：AI利用に関する倫理的・法的課題への対応。

まとめ

生成AIを活用したIPランドスケープは、知的財産管理の分野に革新的な変化をもたらしてい
る。特許分析の自動化・高度化、多言語特許文書の効率的な翻訳、知財業務の効率化など、
様々な側面で生成AIの活用が進んでいる。

業界別に見ると、製造業、製薬・バイオテクノロジー産業、IT・ソフトウェア産業、中小企
業・スタートアップ、公的研究機関・大学など、それぞれの特性に応じた活用が進んでい
る。特に、リソースの限られた中小企業やスタートアップにとって、生成AIの活用はコスト
効率の向上や戦略的特許ポートフォリオの構築に大きく貢献している。

一方で、生成AIの精度と信頼性、専門用語の理解と処理、多言語処理の精度などの技術的課
題や、知的財産権の帰属問題、データプライバシーとセキュリティ、責任の所在などの法
的・倫理的課題も存在する。

将来的には、マルチモーダルAIの台頭、ドメイン特化型AIの進化、説明可能なAI（XAI）の
実装などの技術発展が期待される。また、知財部門の役割変化、IPランドスケープのリアル
タイム化、オープンイノベーションの加速などのビジネスモデルの変革も予測される。

企業には、段階的AI導入アプローチ、ハイブリッド体制の構築、データ品質管理の徹底など
が推奨される。政策立案者には、柔軟な規制フレームワーク、国際協調の推進、公共データ
の整備と公開などが求められる。

生成AIを活用したIPランドスケープは、今後も進化を続け、企業の知的財産戦略に大きな影
響を与えていくことが予想される。企業は、これらの変化に適応し、生成AIを戦略的に活用
することで、競争優位性を確保していくことが重要である。
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